
事業棚卸し①　休廃止事業（候補）一覧表 【単位：千円】

総務部 行政経営推進課 県政オンブズマン制度運営費 県政オンブズマン及び県政オンブズマン調査員の配置 8,228 8,228 代替策あり
県民相談制度を拡充して，苦情申立に対応。
また，透明性を確保するため，外部有識者による県政相談ア
ドバイザーを設置。

総務部 行政経営推進課 県政オンブズマン制度運営費 県政オンブズマン制度の運営 1,490 1,490 代替策あり
県民相談制度を拡充して，苦情申立に対応。
また，透明性を確保するため，外部有識者による県政相談ア
ドバイザーを設置。

総務部 職員厚生課
事務費・職員厚生課（公務災害補償等認定委員会経
費）

公務災害補償等認定員会における医師による所見 30 30 対応策あり
性質上いつ発生するかわからず必要な経費であるが，これま
で実績がなく，また，高額でもないため，事案発生に応じて
補正予算により対応。

総務部 県政情報公開室 文書管理事務費 文書庫内保存文書整理用員の配置 108 108 対応策あり
班の垣根を越えて、室員全員でローテーションを組み、箱詰
め作業を実施。

総務部 広報課
映像メディアシステム事業のうちインターネット動画
配信事業

知事定例記者会見のインターネットによる動画配信 2,468 2,468 その他
文字情報としての会見録はこれまでどおりホームページに掲
載。

総務部 危機対策課 地域防災力向上支援事業 シンポジウムの開催等 418 418 その他 事業の廃止。

総務部 消防課 消防用設備点検指導事業 消防設備保守関係功労者の表彰等 71 71 その他
消防設備保守関係功労者への記念品は廃止。
表彰事業自体は他事業（予防行政指導費）へ統合。

企画部 政策課 宮城県地域振興センター事業（運営費助成） 宮城県地域振興センター運営費助成 30,623 30,623 その他
財団法人宮城県地域振興センターにおいて、平成２１年３月
末の解散と機能継承について調整中。

企画部 政策課 宮城県地域振興センター事業（公益事業助成） 宮城県地域振興センター公益事業助成 1,809 1,809 その他
財団法人宮城県地域振興センターにおいて、平成２１年３月
末の解散と機能継承について調整中。

企画部 政策課 政策情報誌発行事業 政策情報誌「みやぎ政策の風」の発行 744 744 代替策あり
政策課発行メルマガ「P-Letter」など、他の非予算的手法に
おいて機能を集約。

企画部 地域振興課 地域総合整備資金貸付事業費
(財)地域総合整備財団の支援による民間事業者への無利
子融資等に係る事務費

157 157 対応策あり 県貸付案件が生じた都度予算化。

企画部 地域振興課 広域圏活性化プロジェクト推進事業費 広域圏活性化プロジェクトの進行管理 100 100 その他
事業施設の広域行政事務組合等への譲渡が、平成21年5月で
完了するため廃止。

企画部 統計課 人口移動調査
住民基本台帳人口及び外国人を含む県人口の把握に係る
事務費

93 93 対応策あり 非予算的手法により実施。

企画部 統計課 景気動向指数作成
各種経済指標合成による景気動向指数の作成及び分析に
係る事務費

94 94 対応策あり 経済概況調査に統合して実施。

企画部 情報政策課
みやぎIT技術者等確保・育成支援事業（東北テクノロ
ジーセンター運営事業）

高度ＩＴ技術者研修等を行う「東北テクノロジーセン
ターコンソーシアム」の運営経費負担

2,500 2,500 対応策あり
他の各種人材育成策により支援していくほか，コンソーシア
ムメンバーが非予算的手法により技術情報提供，ビジネス
マッチング事業を実施。

環境生活部 環境政策課 環境美化推進費 行政連絡会の運営等 51 51 対応策あり 市町村に対する総合的な支援の中で対応。
環境生活部 環境政策課 環境基本計画推進事業（市町村環境計画等策定支援） 市町村職員を対象とした研修会 136 136 対応策あり 市町村の要望に応じ、随時、個別に技術的支援を実施。

環境生活部 環境政策課
環境情報管理事業（環境情報３システムに係る旅費、
需用費、役務費）

環境情報システムに係る旅費等 586 586 その他
環境情報システム(公害業務支援システム)廃止のため、不
要。

環境生活部 環境政策課 環境情報管理事業（環境情報３システムの賃借料） 環境情報システム賃借料 5,743 5,743 対応策あり
ノートパソコンについては情報システム課配備とし、その他
必要な機器については管理事務費等により対応(再リース、
買い取り)。

環境生活部 環境政策課 ＩＳＯ１４００１運用管理事業 環境マネジメントシステムの運用管理 606 606 代替策あり
環境保全率先実行計画(地球温暖化防止実行計画)により、地
方機関を含めて、取組のレベルの向上を図る。

環境生活部 環境政策課
環境情報共有システム構築事業（システム保守、改修
等）

環境情報共有システムの保守、改修 846 846 対応策あり 必要に応じたスポット保守とし、改修はしない。

環境生活部 環境対策課 団体指導費 (社)宮城県公衆衛生団体連合会への補助 400 400 その他 平成22年度団体解散のため。
環境生活部 環境対策課 酸性雨環境モニタリング事業 酸性雨定点調査等 647 647 対応策あり 国設ｽﾃｰｼｮﾝ委託事業での酸性雨調査により把握。
環境生活部 環境対策課 アスベスト対策費 環境大気調査 74 74 代替策あり ｱｽﾍﾞｽﾄ適正処理監視の一環として実施。

環境生活部 環境対策課
宮城県自動車交通環境負荷低減事業（自動車交通公害
防止計画進行管理費）

ラジオスポット放送広報等 2,889 2,889 対応策あり
非予算的手法で大型ﾋﾞｼﾞｮﾝCM，ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ宣言事業及び出前講
座等の広報業務を継続。

環境生活部 環境対策課 自動車交通影響調査費 粒子状物質の測定 1,711 1,711 対応策あり 県内3カ所にある自動車排ガス測定局で把握。
環境生活部 環境対策課 生活排水対策推進 連絡協議会旅費等 111 111 対応策あり 生活排水対策に関する最新の情報等は、国のHPを活用。
環境生活部 環境対策課 水質自動測定局管理 水質自動測定局の運転経費等 1,825 1,825 対応策あり 水質測定計画（公共用水域）により水質状況を把握。
環境生活部 環境対策課 釜房ダム水質保全対策事業 調査器具購入 401 401 対応策あり 既存器具を活用して対応。
環境生活部 環境対策課 釜房ダム水質保全対策事業 水質保全計画の進行管理 1,481 1,481 対応策あり 非予算的手法で計画の施策及び対策の進行管理を継続。
環境生活部 保健環境センター 特定化学物質検査棟管理運営費 分析試薬購入 4,690 4,690 対応策あり 備蓄の検査試薬で対応。
環境生活部 保健環境センター アスベスト除去工事 アスベスト除去工事 4,130 66 その他 ２０年度で完了。
環境生活部 原子力安全対策室 事務費・原子力安全対策室 管理事務費 10 10 その他 縮減。
環境生活部 自然保護課 鳥獣保護区等整備費（キジ放鳥事業費） キジ放鳥事業 1,900 1,900 その他 休止しキジ放鳥の効果を検証。
環境生活部 自然保護課 野生鳥獣保護管理事業費（愛鳥思想普及事業費） 巡回指導パトロール等 106 0 対応策あり 非予算的手法により事業を実施。
環境生活部 自然保護課 野生鳥獣保護管理事業費（愛鳥思想普及事業費） ポスターコンクール等 461 0 対応策あり 非予算的手法により事業を実施。
環境生活部 自然保護課 傷病野生鳥獣救護費（傷病野生鳥獣システム事業費） 救護システムの整備・実施 525 525 その他 平成２０年度でシステム整備が完了。
環境生活部 自然保護課 県民の森管理事業費（県民の森施設整備費） 保育業務等 1,367 1,367 代替策あり 県民の森の指定管理者が行う管理業務に含める。
環境生活部 自然保護課 昭和万葉の森管理事業費（昭和万葉の森運営事業費） 保育業務等 1,498 1,498 代替策あり 昭和万葉の森の指定管理者が行う管理業務に含める。

環境生活部 自然保護課 みやぎ緑づくり活動推進事業費 森林ボランティア活動への支援 700 700 その他
県内各地で各種の森林ボランティア団体による森林整備活動
等の活発な自主的活動が見られる。

環境生活部 食と暮らしの安全推進課 食の安全安心推進条例普及啓発事業 「実施状況」の印刷 151 151 対応策あり 他事業と統合し，外部印刷発注からコピー対応に変更。
環境生活部 食と暮らしの安全推進課 食の安全安心総合情報提供事業 FAXリース 227 227 対応策あり FAXのリース契約をやめ，FAX機能付きコピー機で対応。
環境生活部 食と暮らしの安全推進課 食の安全安心総合情報提供事業 システム管理運営 250 250 対応策あり 他事業との統合により対応。

環境生活部 食と暮らしの安全推進課 魚介類調査費 貝毒検査 1,272 0 その他
・魚介類検査については，他事業との統合により対応。
・貝毒検査は，農林水産部及び生産者において同等の検査を
行っているため，廃止。

環境生活部 食と暮らしの安全推進課 健康リビング推進対策費 各種講習会派遣等 545 545 対応策あり 資料収集等非予算的手法により，対応。
環境生活部 資源循環推進課 循環型社会推進費（ごみ減量化・再資源化促進事業） 専門家派遣等 817 150 対応策あり 非予算的手法で対応。
環境生活部 資源循環推進課 循環型社会推進費（環境・ﾘｻｲｸﾙ産業団地整備事業） 立地企業調査等 308 57 代替策あり 別の既存事業の枠組みの中で対応。

環境生活部 資源循環推進課
循環型社会推進費（地域ﾘｻｲｸﾙｴﾈﾙｷﾞｰ資源利用促進事
業）

先導的事例調査 166 30 代替策あり 別の既存事業の枠組みの中で対応。

環境生活部 生活・文化課 県民会館管理運営委託事業 選定委員会経費 359 359 その他
県民会館指定管理者の選定に係る経費であり、選定を行う年
以外は不要（次回は平成25年度に選定の予定。）。

環境生活部 生活・文化課 消費生活協同組合指導育成事業 生協運営資金貸付金 5,000 0 代替策あり 経営安定資金の活用について、検討中。

環境生活部 生活・文化課 消費者啓発推進事業 宮城県消費者協会への補助 420 420 対応策あり
代替策は無いが、県会議室の活用や講師派遣の支援の可能性
を模索中。

環境生活部 男女共同参画推進課 女性行政総合調整費 会議出席旅費等 322 322 対応策あり
「男女共同参画推進条例」の運用経費であることから，節減
の上，一般管理事務費で対応。

環境生活部 男女共同参画推進課 女性人材及び団体育成費 各種女性団体連絡協議会への助成 270 270 対応策あり
H21年度以降の体制のあり方等を見直すとともに，補助金休
止について団体と調整を図る。

環境生活部 ＮＰＯ活動促進室 ＮＰＯマネジメントサポート事業 ＮＰＯマネジメントセミナー 3,700 3,700 その他 来年度に向け、新たな対応策を検討中。

環境生活部 青少年課 みやぎ青年育成推進事業 みやぎ青年育成推進事業「Ｍ・Ｙ-Ｄream」 6,000 6,000 その他 来年度に向け、新たな対応策を検討中。

保健福祉部 保健福祉総務課 地域福祉推進普及事業 各保健福祉事務所連絡会議，スタッフ会議の開催等 593 593 対応策あり
既存の外部委員会等を活用するなど，経費を伴わない手法で
対応。

保健福祉部 保健福祉総務課 地域福祉推進普及事業 みやぎ保健医療福祉推進プランの進行管理 283 283 対応策あり
新計画の策定に向けて，その準備と併せて現計画の評価をし
ながら進行管理等の手法を改める。

保健福祉部 保健福祉総務課 保健福祉行政広報事務費 保健福祉ガイドブック及び社会福祉施設等一覧の発行 700 700 代替策あり
今年度から既にホームページに掲載する内容をより充実させ
て対応。(HTML形式に加えて，印刷可能なPDF形式，データ加
工可能なExcel形式を掲載。)

保健福祉部 社会福祉課 民生委員推薦会運営費補助 民生委員・児童委員への弔費 158 158 対応策あり 弔電及び弔辞を送る対応を継続。

保健福祉部 社会福祉課 職員退職手当金補助
旧宮城県福祉事業団職員に関する退職給与引当金への補
助

87,279 87,279 その他 補助事業の終了によるもの。

保健福祉部 社会福祉課 医療扶助検討委員会経費 生活保護（医療扶助）の決定に関する検討委員会の開催 30 30 対応策あり 社会福祉課嘱託医等の活用により対応。

保健福祉部 医療整備課 看護職員従事者届出業務 ２年毎に実施される看護職員の就業状況調査 1,564 1,564 その他
２年に一度の実施事業であるため平成２１年度については休
止。

保健福祉部 医療整備課 救急医療調査指導事務費 医療機関や消防本部等との連絡調整，調査等 505 505 代替策あり 宮城県救急医療研究会費について他事業に統合して対応。
保健福祉部 医療整備課 地域医療対策指導事務費 地域医療担当者会議の開催等 200 200 代替策あり 既存事業の枠の中で対応。
保健福祉部 長寿社会政策課 訪問介護員研修推進事業 訪問介護適正実施研修の開催等 657 657 代替策あり 民間法人による研修への移行を図る。

保健福祉部 長寿社会政策課 訪問介護員研修推進事業 訪問介護員養成研修指導業務の事務費 59 59 対応策あり
研修会は不参加とするが，様々な方法でより一層情報収集に
努める。

保健福祉部 長寿社会政策課 ひとりぐらし老人等緊急通報システム整備事業 緊急通報システムの受信業務委託等 3,900 3,527 代替策あり
H20.4月から各市町村主体のシステムが予定どおり稼働して
おり，市町村との最終的な調整や運用状況確認を実施。

保健福祉部 長寿社会政策課 小規模多機能型居宅介護事業促進事業 小規模多機能型サービス事業者研修の開催 399 399 対応策あり 通常業務の中で普及促進を図る。
保健福祉部 長寿社会政策課 介護予防調査推進事業 要支援認定者等出現率調査 238 238 その他 事業目的達成による。
保健福祉部 健康推進課 指導調査費 市町村保健事業の実施計画策定等に関する指導・助言 126 126 代替策あり 既存事業の枠の中で，実施可能。
保健福祉部 健康推進課 市町村事業協力活動 市町村保健事業に関する指導・助言 351 351 代替策あり 既存事業の枠の中で，実施可能。
保健福祉部 健康推進課 地域リハビリテーション医療体制整備推進事業 地域リハビリテーション医療体制整備への補助 4,000 4,000 その他 事業目的達成による。
保健福祉部 健康推進課 高齢者リハビリテーション促進事業 訪問リハビリテーション体制整備への補助 2,500 2,500 その他 事業目的達成による。
保健福祉部 健康推進課 結核対策推進事業費 結核指定医療機関に対する指導・検査 206 206 代替策あり 既存事業の枠の中で，実施可能。
保健福祉部 健康推進課 地域巡回歯科保健対策事業 特別養護老人ホームへの巡回歯科診療を委託 1,000 1,000 その他 事業目的達成による。
保健福祉部 健康推進課 栄養士研修会、調理師研修会 管理栄養士等講習会の開催 126 126 代替策あり 既存事業の枠の中で，実施可能。

保健福祉部 子ども家庭課 児童クラブ等活動促進事業費 認可外保育所職員の健康診断への補助 215 108 その他
認可外保育施設への低年齢児保育施設助成事業（市町村振興
総合補助金）を拡充。

保健福祉部 子ども家庭課 児童クラブ等活動促進事業費 開設日数200～249日の児童クラブの障害児受入への補助 762 762 代替策あり
開設日数200～249日のクラブも，国庫補助による加算措置の
対象となったため，国庫補助事業として実施。

保健福祉部 子ども家庭課 次世代育成支援対策事業費
地域全体が関わり子育てをする地域社会を構築するため
の地域子育て支援モデル事業に対する補助

2,400 2,400 その他
モデル事業実施成果を情報提供し各市町村の子育て支援策に
反映。

保健福祉部 障害福祉課 障害者グループホーム整備促進事業 知的障害者グループホームの備品購入等への補助 1,350 1,350 その他 平成20年度における終期到来事業。
保健福祉部 障害福祉課 授産施設等地域活動支援事業 授産施設等への経営アドバイザー派遣 800 401 代替策あり 障害者工賃向上支援総合対策事業への組み替え。

保健福祉部 障害福祉課 事業運営円滑化事業 新体系移行時における激変緩和措置等 238,551 77,114 その他
障害者自立支援法施行に伴う激変緩和措置として実施してい
る障害者自立支援対策臨時特例基金事業であり，事業実施年
度が平成20年度。

保健福祉部 障害福祉課 通所サービス利用促進事業 通所サービス利用者の送迎への補助 175,251 58,417 その他
障害者自立支援法施行に伴う激変緩和措置として実施してい
る障害者自立支援対策臨時特例基金事業であり，事業実施年
度が平成20年度。

保健福祉部 障害福祉課 進行性筋萎縮症者激変緩和事業
療養介護事業対象者負担増の激変緩和のための利用者負
担への補助

4,250 1,417 その他
障害者自立支援法施行に伴う激変緩和措置として実施してい
る障害者自立支援対策臨時特例基金事業であり，事業実施年
度が平成20年度。

保健福祉部 薬務課 薬事審議会事業 薬事審議会の開催 130 130 その他 諮問案件が発生した場合は次年度開催。

保健福祉部 薬務課 医薬品安全対策事業 宮城県薬事情報誌の作成・発行の委託 1,313 1,313 対応策あり
今後は各機関が発信している情報を医師，薬剤師等が自ら掌
把。その旨を関係団体に説明。

保健福祉部 国保医療課 国保保険給付指導事業 保険医療機関等に対する指導監査の事務費 78 78 その他 保健事業活動促進指導費と統合。

経済商工観光部 新産業振興課 みやぎいいモノテクノフェア開催事業 県外展示会出展経費の補助 2,000 2,000 その他
事業は廃止するが，県内ものづくり企業の販路拡大に向けた
代替的支援策の検討・調整を実施。

経済商工観光部 新産業振興課 産学官連携成果活用推進事業 宮城県地域結集型研究開発センター設置経費の補助 3,704 3,704 その他
事業は廃止するが，産業技術総合センターにて機器類の受入
及び利用・管理を継続。

経済商工観光部 新産業振興課 生活支援機器産業育成・支援事業 福祉機器等に関する利用者ニーズのデータベース化等 4,349 4,349 その他
事業は廃止するが，産業技術総合センターでの技術支援等は
継続。

経済商工観光部 新産業振興課 創造的付加価値創出型研究開発等推進事業費 政策的プロジェクト支援事業等の実施 5,805 5,805 その他
事業は休止するが，関係試験研究機関及び関係課室との調整
は継続。

経済商工観光部 産業立地推進課 計量器具等購入費 検定検査用の機器購入 84 84 代替策あり 計量検定所管理事務費に統合。
経済商工観光部 産業立地推進課 実施計画等策定費 農村地域工業等導入審議会の開催経費 320 320 対応策あり 農工審議会開催の必要に応じて経費を措置。
経済商工観光部 産業立地推進課 実施計画等策定費 農村地域工業等導入審議会の開催経費 30 30 対応策あり 農工審議会開催の必要に応じて経費を措置。

経済商工観光部 産業立地推進課 石巻産業業務団地整備推進事業費
石巻トゥモロービジネスタウン企業誘致推進協議会負担
金

821 821 その他
経済情勢の変化などから、県として協議会に参画する必要性
が薄れてきたため、石巻市等関係団体と脱会に向けて調整
中。

備考部　　局 所　　属 事業名 事業概要 事業費 うち一般財源



事業棚卸し①　休廃止事業（候補）一覧表 【単位：千円】

備考部　　局 所　　属 事業名 事業概要 事業費 うち一般財源

経済商工観光部 産業立地推進課 全国金属鉱業振興対策協議会負担金等 全国金属鉱業振興対策協議会参加経費 186 186 代替策あり 休廃止鉱山鉱害防止工事費等に統合。
経済商工観光部 商工経営支援課 事務費・商工経営支援課 宮城県信用保証協会の指導監督 30 30 対応策あり 中小企業金融対策推進費に統合。
経済商工観光部 商工経営支援課 市町村指導調整費 商業振興に関する助言，指導 102 102 対応策あり 大規模小売店舗立地専門委員会運営等経費に統合。
経済商工観光部 商工経営支援課 連携組織促進事業 中小企業連携促進事業費の補助 2,920 2,920 対応策あり 中小企業連携組織対策事業に統合。

経済商工観光部 産業人材・雇用対策課 勤労青少年福祉推進事業 宮城県勤労青少年ホーム連絡協議会への運営費補助 202 202 対応策あり
協議会補助金は廃止するが，勤労青少年ホームの運営指導・
連絡調整等は継続。

経済商工観光部 産業人材・雇用対策課
中小企業勤労者福祉サービスセンター広域設立支援事
業

勤労者福祉サービスセンター設立等の指導 35 35 対応策あり 事業は廃止するが，既存センターの指導等は継続。

経済商工観光部 観光課 受入体制整備事業費 県庁正面玄関前の七夕飾りの設置 179 179 その他 関係機関の負担による設置について検討。

経済商工観光部 観光課 観光情報発信センター管理事業費 来客向けインターネット閲覧用機器の賃借 164 164 代替策あり
観光連盟による契約へ変更（当該センター運営委託料での対
応）。

経済商工観光部 観光課 公園施設管理委託費 工事管理システムの管理 7 7 その他 当該システムの更新により廃止。
経済商工観光部 国際政策課 海外移住関係事業費 本県出身海外移住者への敬老金支給 2,250 2,250 対応策あり ブラジルを除く海外県人会への助成金を増額して対応。

経済商工観光部 国際政策課 生活支援事業費 県民ボランティアと外国人留学生の交流 120 120 その他
(財)宮城県国際交流協会において、同様の事業を実施するこ
ととして対応済。

経済商工観光部 国際経済課 上海情報拠点活用事業 中国人ビジネスコーディネーターの設置 664 664 代替策あり
各商談会の事業費内での対応及びグローバルビジネスアドバ
イザー制度の枠組みを活用して対応。

経済商工観光部 国際経済課 中国国際交流員（経済担当）設置事業費 国際交流員の設置 294 294 対応策あり 翻訳等業務は大連事務所現地職員を活用して対応。
農林水産部 農林水産総務課 行政情報サービス事業費 産業経済行政情報サービスシステム管理経費 1,787 1,787 その他 事業廃止。
農林水産部 農林水産総務課 企画広報対策費(林) 森林・林業施策ガイドブック作成経費等 360 360 対応策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 農林水産総務課 企画広報対策費(水産) 水産業施策ガイドブック作成経費等 616 616 対応策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 農林水産経営支援課 林業経営改善推進事業費 林業経営者に対する林業金融制度の普及経費等 91 91 対応策あり 他の事業に整理統合。

農林水産部 農林水産経営支援課 森林組合等経営基盤強化対策事業
森林組合の経営セミナー開催及び専門家派遣に要する経
費

500 500 その他 事業廃止。

農林水産部 農林水産経営支援課 事務費・農林水産経営支援課 農林水産経営支援課の管理事務経費 77 77 対応策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 農業振興課 農業会議費 農業委員大会開催経費への助成 90 90 対応策あり 他団体他機関による対応。
農林水産部 農業振興課 地域営農支援普及活動事業 地域営農推進に向けた普及支援活動 943 943 対応策あり 他の事業に整理統合。

農林水産部 農産園芸環境課 米ﾋﾞｼﾞﾈｽ推進事業費
みやぎ米情報ネット運営及びみやぎ吟撰米・環境保全米
生産への支援

4,200 4,200 対応策あり 技術的人的な側面から支援。JAへの補助金のみ廃止。

農林水産部 農産園芸環境課 発生予察支援対策事業 病害虫発生予察手法の改善等の実証実験 900 450 対応策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 農産園芸環境課 農業気象対策事業 農業気象情報システム運用経費 2,268 2,268 対応策あり 他団体他機関による対応。
農林水産部 農産園芸環境課 農業気象対策事業 農業気象情報把握に係る事務費 70 70 対応策あり 技術的人的な側面から支援。
農林水産部 農産園芸環境課 農業生産総合対策推進指導事業費 強い農業づくり交付金事務費 524 524 対応策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 農産園芸環境課 みやぎの野菜ブランド化推進事業費 野菜ブランド化研究会開催経費等助成 2,485 2,485 対応策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 畜産課 家畜改良促進事業 畜産共進会に係る事務的経費 113 113 対応策あり 他の事業に整理統合。事業の一部事務的経費の廃止。
農林水産部 畜産課 資源循環型畜産確立対策事業 畜産環境保全講習会開催・研修会参加等経費 859 859 対応策あり 他の事業に整理統合。

農林水産部 畜産課 生乳流通改善対策事業 生乳需給調整会議開催経費等助成 763 763 その他
関係団体と調整が必要。東北各県および東北生乳販連と補助
金廃止について調整。

農林水産部 農村整備課 新山村振興等農林漁業特別対策事業費
中山間地域振興のための農業生産や交流に資する施設整
備費助成

17,057 240 代替策あり 他の事業に整理統合。

農林水産部 農村整備課 国営造成水利施設保全対策事業 農業水利施設の予防保全対策工事費助成 35,358 8,449 代替策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 林業振興課 樹木見本園整備事業 樹木見本園の造成及び保存に係る経費 532 427 対応策あり 技術的人的な側面から支援。
農林水産部 林業振興課 木材流通対策事業 木材流通対策協議会委員に対する報酬 93 93 対応策あり 他団体他機関による対応。
農林水産部 林業振興課 木材流通対策事業 木材流通対策協議会の運営経費 90 90 対応策あり 他団体他機関による対応。

農林水産部 林業振興課
「優良みやぎ材」流通強化対策事業（家づくり促進支
援事業）

「優良みやぎ材」の需要拡大に向けた取組の支援 1,800 1,800 対応策あり 技術的人的な側面から支援。

農林水産部 森林整備課 森林整備法人全国協議会 森林整備法人全国協議会の年会費等 39 39 対応策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 森林整備課 リアスの森保全対策事業 松くい虫の被害による枯損木の除去経費 3,752 0 その他 事業廃止。
農林水産部 森林整備課 苗畑実態調査委託事業 林業種苗の生産状況実態調査に係る経費 495 0 その他 事業廃止。

農林水産部 水産業振興課 水産物の安全・安心普及事業
安全安心な水産物供給を目的とするHACCPシステム導入の
推進等

1,095 1,095 その他 関係団体と調整が必要。

農林水産部 水産業振興課 内水面外来魚緊急総合対策事業 ブラックバス等の外来魚の駆除対策 1,128 1,128 代替策あり 他の事業に整理統合。
農林水産部 水産業基盤整備課 養殖水産物安全対策事業費 食中毒未然防止のためのノロウイルスモニタリング調査 1,000 1,000 その他 関係団体と調整が必要。
農林水産部 水産業基盤整備課 養殖水産物ブランド化推進・強化事業費 カキ浄化処理機器等の整備推進 4,487 4,487 その他 関係団体と調整が必要。

農林水産部 水産業基盤整備課
資源管理型漁業総合推進事業(仙台湾ブランド貝類資源
増大）

アカガイ等の資源回復の取組に対する支援 500 500 その他 関係団体と調整が必要。

土木部 都市計画課 都市計画諸費 国営みちのく杜の湖畔公園建設推進協議会に係る負担金 150 150 その他 事業の目的を十分果たしたと認められるため。
土木部 都市計画課 みどりのクニづくり事業 県有公共施設の緑化経費 5,500 5,500 その他 事業の目的を十分果たしたと認められるため。
土木部 建築宅地課 開発許可制度施行費 全国開発指導行政等運用連絡協議会に係る負担金 90 90 対応策あり 全国開発指導行政等運用連絡協議会から脱退したため。
土木部 住宅課 ゆとりある住まいづくり推進事業 住宅・宅地相談窓口の開設等 2,718 1,495 対応策あり 県窓口において相談を受けることにより対応。

土木部 住宅課 特定優良賃貸住宅供給促進事業費
賃貸住宅の供給促進のための市町村と連携した家賃対策
補助

788 788 その他
中堅所得者に対する良好な居住環境を有する住宅の供給とい
う目的を達成したと認められるため。

出納局 検査課 建設工事表彰事務費
県が発注した建設工事のうち，特に優良な工事の施工業
者を表彰

475 475 対応策あり
建設工事表彰事務費としての予算措置は廃止するが、有料工
事表彰の必要性は認められることから、管理経費の中で、華
美にならず、可能な限り経費をかけないで表彰を実施。

警察本部 警察本部 仙台空港臨空都市整備事業（交通安全施設整備） 名取市関下地区及び下増田地区における信号機等の整備 48,590 90 その他
整備計画を見直すとともに交通安全施設整備費（単独事業）
等と統合。

教育庁 総務課 公益法人等指導連絡費 所管公益法人（総数70法人）の実地検査や研修会の開催 79 79 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。
教育庁 総務課 市町村教育委員会連絡指導費 市町村教育委員会への指導助言や会議，研修会の開催 235 235 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。

教育庁 総務課 広報業務費
教育行政の現状及び施策等の成果を周知するため「宮城
教育年報」を発行

210 210 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。

教育庁 総務課 学びのロードマップ作成事業
小・中・高校の指導内容を体系的・系統的に整理した指
導資料の作成

700 700 その他 指導資料の完成により廃止。

教育庁 福利課 県有施設耐震化促進事業 ホテル白萩の耐震改修工事の実施 4,400 2,200 その他 耐震改修工事の完了により廃止。

教育庁 教職員課 みやぎアドベンチャープログラム事業
学校で活用可能なスキルを提供するＭＡＰ技術研修の実
施

166 166 対応策あり 必要経費を再精査し、既存の教員研修体系内において整理。

教育庁 義務教育課 児童生徒作品コンクール等経費
関係団体が主催する造形教育作品展，読書感想文コン
クールの実施支援

284 284 対応策あり
当該コンクール等の継続については関係団体において今後検
討することとし、指導助言による支援を継続。

教育庁 義務教育課 特別支援学校相談員設置事業 保護者等からの相談を円滑に処理するため調査等を実施 308 308 代替策あり 蓄積したノウハウを活かし、非予算的手法により実施。
教育庁 義務教育課 集団適応合宿経費 不登校の児童生徒に対し集団宿泊適応合宿を実施 89 89 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。
教育庁 高校教育課 県立高校将来構想推進事業 県立高校将来構想推進に関する事務経費 325 325 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。
教育庁 高校教育課 進路指導対策事業費 主任等研究協議会等の開催 158 158 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。
教育庁 高校教育課 新教育課程研究集会 教育課程を円滑に編成・実施するため研究集会を開催 36 36 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。
教育庁 スポーツ健康課 交通事故防止対策費 高校の交通安全指導担当教員を対象に研修を実施 72 72 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他の研修事業と統合。
教育庁 スポーツ健康課 管理指導費 学校栄養職員の研修及び給食施設への巡回訪問の実施 484 484 対応策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、他事業と統合。
教育庁 スポーツ健康課 運動部活動地域連携促進事業 外部指導者の活用及び研修会の開催 9,612 9,612 代替策あり 事業効果及び必要経費を再精査し、国庫類似事業と統合。

教育庁 スポーツ健康課 地域スポーツ大会支援事業
国民体育大会に関連したスポーツ大会等に対する市町村
への補助

1,600 0 対応策あり
主催市町村との調整により当該スポーツ大会は継続すること
とし、指導助言による支援を継続。

教育庁 生涯学習課 生涯学習相談事業 生涯学習相談員の設置や啓発・広報を実施 1,400 1,400 代替策あり 蓄積したノウハウを活かし、非予算的手法により実施。

教育庁 生涯学習課 生涯学習関係情報提供システム運営事業 サーバ等のリース料及び保守点検経費 2,243 2,243 対応策あり
蓄積した情報を非予算的手法により提供することにより、現
行機器を用いた情報提供を廃止するとともに、事業の再構築
を検討。

教育庁 生涯学習課 生涯学習関係情報提供システム運営事業 情報の収集・データベースの更新経費 498 498 対応策あり
蓄積した情報を非予算的手法により提供することにより、現
行機器を用いた情報提供を廃止するとともに、事業の再構築
を検討。


